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静岡大学教育学部研究報告 (教科教育学篇)第27号 (1996.3)11～ 32

日本 にお け る公民教育 の成立 と展 開
一日韓社会科教育比較考 (そ の 2)一

The Development of citizenship Education in Japan

-A Comparative Thought of Social Studies in Japan and Corea (2)-

馬居政幸・ 夫  伯

Masayuki UMAI and Baek PoE

(平成 7年10月 2日 受理)

本稿の著者の馬居 (静岡大学)と夫伯 (韓国慶熙HOTEL経営専門大学校)は、ソウル大学

校師範大学の曹永達教授の協力を得て、これまで、日本と韓国の青少年の意識特性とそれを創

出する多様な文化の深層における同質性と異質性の構造を明らかにするための比較研究を進め

てきた。そしてその中間報告として次の三つの論考を発表した。

(1)「 日本と韓国における青少年文化の意識構造の比較研究 (そ の 1)一新たな両国の

相互理解教育の基礎的作業として一」 (静岡学園短期学校研究報告 第 5号 )

(2)「 日本と韓国における学校と教室文化の比較研究 (そ の1)」 (静岡大学教育学部

研究報告 0人文社会科学篇 第44号 曹永達との共著)

(0 「日韓社会科教育比較考 (そ の 1)」 (静岡大学教育学部研究報告 0教科教育学篇

第26号 )

このような研究成果を前提に、我々は、本年 (1995年)8月 8日 、ソウル大学校において、

韓國社會科教育學會の主催で開催されたシンポジウム「東アジアの市民 (公民)教育の成立と

展開 (The Development of citizenship Education in East Asia)」 にパネリス トとして招

待され、「 日本における公民教育の成立と展開」をテーマに発表した。(1)

本稿は、このシンポジウムに先立って提出した同テーマの小論に加筆したものである。その

ため、本稿の内容には、表題が示すように、日本の公民教育の成立と展開に関する既存の研究

成果を、日本の教育を専門的に研究している研究者ではない韓国の社会科教育研究者に紹介す

るという形式によりまとめたものである。そのため、研究論文としては概括的に過ぎる部分が

あることを否定できない。しかし、次のような点で、韓国の社会科教育との比較の観点を考慮

しつつ論述 したことを強調しておきたい。

まず、第一に、何よりも過去の韓国に対する日本の侵略という事実について、日本の公民教

育がどのように位置づけているかという視点である。

しかし、残念ながら、教科書問題に代表されるように、歴史教育においては一定の教育実践

と研究成果があるものの、公民教育という視点による実践研究は、現時点では見いだすことは

できなかった。そのため、本稿では、この問題に対する若干の私見を提起するに止め、本格的

な研究は今後の課題として残さざるをえなかった。(2)
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第二に、現代の韓国の社会科教育との比較の視点である。

韓国の社会科教育は、日本と同様に、第二次大戦後、米国のSOcial Studiesを モデルに制度

化され、その後の変遷過程においても米国の影響を強く受けて今日に至っている。加えて、潜

在的には日本の社会科教育の影響 も否定できない。そのため、韓国での発表原稿では、韓国社

会科教育研究者が自国の社会科教育の構造の変化と比較できることを念頭に構成 した。本稿で

は、主として注記により、韓国社会科教育との比較の視点を補うように構成 した。

第二に、第 2次世界大戦後の両国の歴史を踏まえた視点である。

韓国の戦後史は日本から独立後に勃発した内戦により焼土と化 した国土の復興から始めざる

をえなかった。加えて、それは首都のソウルの数十キロ先に38度線を控えた戦時体制下におけ

る分断国家としての苦難の歴史であった。

他方、日本は、いわゆる朝鮮特需を契機に敗戦後の混乱を克服 し、高度経済成長への足掛か

りをえ、経済大国日本への歩みを始めた。その意味で、日本の豊かさは自国の犠牲の上に成立

したもの、と捉える韓国の人々の思いを我々は可能な限り共有することから、戦後日本の公民

教育の展開過程を辿ることに努めた。(3)

第四は、現代の韓国社会における社会科 (市民)教育の課題を念頭においた視点である。

現代韓国が、漢江の奇跡と呼ばれる1970年代から80年代にかけての高度成長を経て、急激な

経済成長にともなう社会構造の変動により生 じた問題の解決に苦慮 していることを否定できな

い。この問題に対 して、韓国に先んじて経済成長に伴う問題の解決に対処 してきた日本の経験

をいかに生かすかが、我々の日韓青少年比較研究の目的の一つでもある。加えて、冷戦後の東

アジアの状況をふまえる時、日本と韓国がイコールパー トナーとして問題解決への道を歩まな

ければならないことも選択の余地のない方向と考える。(4)

その意味で現代日本の社会科を中心とする公民教育の課題を韓国の社会科教育の課題を意識

しつつ論述することに努めた。特に、学習指導要領の改定による社会科教育の構造の変遷 と戦

後日本における政治的、経済的、社会的変化とを関連させつつ、高度産業社会における公民教

育の課題を提起することを試みた。

以上の四つの視点に基づき、日本の公民教育の成立と展開について論述することを本稿は目

的とするものである。そしてこれが副題を「 日韓社会科教育比較考 (そ の 2)」 とした理由で

ある。

なお、シンポジウムでは、本稿の基になった小論を要約 し、馬居が日本語で、夫伯がハ ング

ルで発表 したが、そのハングル版の草稿は、1995年度静岡大学教育学部研究生であり、96年度

に静岡大学大学院修土課程教育学研究科日本語教育専攻に入学される金敬善さんに翻訳 してい

ただいた。本稿の末尾に収録 し感謝の意としたい。

◇     ◇     ◇

1。  はじめに

日本における “citizenship Education"す なわち「公民教育」 (公民的資質の教育)の成立・

発展過程は次の 5期 に分けられる。

第 1期  第 2次世界大戦以前

「実業補修学校」ならびに「中等学校」における「公民科」の設置
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第 2期  第 2次世界大戦直後～1950年代前半

敗戦後の教育改革における公民科構想と社会科の新設

・「公民教育刷新委員会答申」 (1945年 )における「公民科」の提唱

0「学習指導要領 (試案)」 (1947年 )に よる広域総合教科「社会科」の新設

第 3期  1950年代後半～60年代

1955、 1958年版 (高校は1960年版)「学習指導要領」における社会科の系統化

・ 中学校社会科の分野別化 (「政治 。経済 0社会的分野」)

。高等学校社会科の「時事問題」の廃止と「倫理・社会」「政治・経済」の設置

第 4期  1970年代～80年代

1968、 1977年版「学習指導要領」における「公民」概念の復活

01968年版から中学校社会科の「政治・経済・ 社会分野」が「公民的分野」に改編

・ 1977年版から小中高の社会科の目標を「公民的資質」に統一し、高等学校社会科に「現

代社会」を設置

第 5期  1990年代

1989年版「学習指導要領」における社会科の再構成

・ 小学校低学年の社会科と理科を廃止し、新教科「生活科」を設置

・ 中学校における選択履修幅の拡大

0高等学校社会科を地理歴史科と公民科に再編成

2.第 2次世界大戦以前における公民教育の成立と展開 (第 1期 )

日本の近代公教育は、明治維新 (1868年 )よ り5年後の1872年に出された「学制」より始ま

る。その後、教育制度は幾度かの法改正をへて整備されていくが、公民教育との関連では、初

等・ 中等教育における徳育教科としての「修身」、あるいは中等教育における政治経済教育を

目的とする学科目「法制及経済」が設置された。だが、「公民科」という名称の学科目が設置

されるのは、1920年の実業補修学校規定の改正からである。

実業補修学校は、1883年、初等教育終了後も村に残り農業を続けていく若者に対 して、小学

校教育の不足を補うとともに職業に必要な知識と技能を授けることを目的に設置された。その

意味で、都市での立身出世を目的とする中等学校と異なり、中央集権的な教育行政の枠外にあ

る地域社会学校としての性格をもって生まれた。 (高山次嘉「日本の公民教育の歴史 戦前の

公民教育」参照 文献②所収)

他方、日露戦争後の明治末期 (1900年代初頭)において、地方の農村では、農村振興と地方

自治確立を目的とする地方改良運動が生じ、実業補修学校がその運動の拠点になった。その結

果、実業補修学校は、職業教育を主眼としながら地方自治を担う「町村公民」を育成する「 自

治団体教育」あるいは「自治民育」という名の公民教育の場となる。

このような状況をふまえて、政府は1920年 に実業補修学校規定を改正することにより、「適

当ナル学科ロニオイテ法制上ノ知識ソノ他国民公民 トシテ心得ルベキ事項ヲ授ケマタ経済観念

ノ養成二カム」として、実業補修学校における公民教育を公的に認知した。さらに、1922年に

公民教育調査委員会を設置し、1924年に実業補修学校公民科教授要項 (農村用、都市用)を編

纂した。 (坂上順夫「『公民』の概念と目標としての『公民的資質 (公民としての資質)」 文

献④所収 参照)
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「教授要項」の内容をみると、身近な生活から次第に広がり世界に及ぶという、同心円的拡

大の方法原理により配列 している。また、「わが家」「親子」「農村と青年」など学習者の身

近な生活の問題が取 り上げられ、「農村の開発」「社会改善」「世界と日本」など農村の現実

の問題が学習対象になっている。この内容と配列の特性は、第 2次大戦の敗戦直後に指示され

る公民教育刷新委員会による公民科の内容、あるいはその後の新学制のもとでの社会科として

の公民教育に引き継がれていく。 (大森照夫 0森秀夫「わが国における公民科成立の過程 と成

立後の展開」『東京学芸大学紀要 0社会科学』第20集、高山次嘉 前掲論文 参照)

このように、日本の公民教育は、中央の文部省主導ではなく、地方の農村振興と地方自治の

担い手として、「国民」と区別 した市町村の有権者としての「公民」を育成するために、地域

的実際的知識を教育することを目的に成立 したといえる。

その後、1925年 に普通選挙法 (男子25歳以上)が成立 し、有権者教育としての公民教育の必

要性が高まり、1931年 に中学校の選択科目「法制及び経済」に代えて「公民科」が必修科 目と

して課せられることになる。同様に、翌年の1932年 には、高等女学校でも「公民科」が実施 さ

れるようになる。先の実業補修学校公民科教授要項 も含めて、その内容編成には、 ドイツの

Staatsburgerliche Erziehungや アメリカのCOmmunity civicsの影響が指摘されている。その

意味で、この時期に成立 した「公民科」は欧米の市民社会における市民の育成を指向する側面

があらた。

しかし、1931年 は満州事変が勃発 した年であることが象徴するように、徐々に国家主義 と軍

国主義による国粋主義的傾向が強まり、「公民」は天皇の臣民を意味する「皇民」へと変化す

る。その結果、国民とは異なる市民社会における市民の育成の萌芽を内包 した公民科教育は終

焉 し、戦時体制下における皇国民練成を目的とする国民科修身となり1945年 の敗戦を迎えるこ

とになる。(5)

3.第 2次世界大戦後における公民教育の成立と展開 (第 2期～ 5期 )

第 2次世界大戦後、日本の教育制度は戦争への反省と社会の民主化を目的に大きく改編され

る。その結果、公民教育は1947年 に発行された学習指導要項に基づく新設教科「社会科」を中

心に展開されることになる。しかし、東西冷戦とその日本的政治システムである55年体制下に

おいて、社会科は保守 (資本主義)と革新 (社会主義)の イデオロギー対立の場になる。

他方、1950年代後半から1970年代前半にかけての高度経済成長時代を代表に、戦後の日本社

会は経済の拡大に伴い構造変動を余儀なくされる。それは社会の学習対象が変化することでも

あった。

その結果、社会科は学習指導要領の改定の度に教科構造と内容ともに改編され続けることに

なる。

(1)敗戦後の公民科構想と方法的広域総合教科としての社会科による公民教育 (第 3期 )

まず、戦後の公民教育再構築の方向を示すものとして、敗戦直後の1945年 12月 に提出された

「公民教育刷新委員会答申」による「公民科」構想があげられる。そこでは、戦前、とりわけ

戦時体制下において、国民科修身となった公民教育を否定 し、戦後民主社会を担 う人間を育成

するにふさわしい「近代的で合理的な」教科として「公民科」を設置することが提唱され、そ

の教育内容として、次の10項目が提示された。
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①人と社会 ②家庭生活 ③学校生活 ④社会生活 ⑤国家生活

⑥近代政治 ⑦近代経済 ③社会問題 ⑨国際社会 ⑩社会理想

この「公民科」構想に対 して、日本の社会科成立史研究の第一人者である片上宗二は、「古

い修身教育を批判 し否定 したけれども、修身が担った道徳教育の領域を斥けたのではない」 と

して、次のように位置づける。 (片上宗二「 日本の公民教育の歴史 戦後の公民教育」文献②

参照)

「戦争末期に国民科修身という形で修身に包摂されてしまっていた公民科を解放 し、その公

民科の中に逆に道徳教育をも包摂 し直す (古 い修身教育をも改造する)と いう考え方であった。

いわば、社会についての知識・ 理解 (公民的知的)と 社会の中でとるべき態度や行動 (公民的

態度)と を統一的に育成する教科として、新 しい公民科を打ち出したのである。」

しかし、このように評価される公民科構想ではあったが、正式に制度化されることなく終わ

り、第 2次大戦後の日本の公民教育は、敗戦二年後の1947年 に発行された「学習指導要領」に

基づく新設教科「社会科」が担うことになる。片上は、この変化過程に注目することか ら、公

民教育刷新委員会による公民科構想との比較により、新たに成立 した社会科による公民教育の

特性として次の三点を指摘する。

第一は教科領域の違いである。公民科が指向する公民教育は、地理教育や歴史教育とは異なっ

た、狭義の政治経済社会的な内容を中心とするが、社会科は地理や歴史を含む広い領域にわた

る総合的な内容により構成される公民教育である。
.第二は学習方法の違いである。社会科は、子どもが現実社会の問題をさまざまな学習活動を

通 して解決する過程において、社会に対する理解 (認識)と社会的な態度や能力を培 う (公民

的資質の深化)こ と、すなわち問題解決学習を方法原理として生まれた教科である。だが、公

民科には、このような学習方法の原理が明確ではなかった。

第二は教師の指導のあり方の違いである。公民科では、目指すべき公民的資質の質が前 もっ

て規定されているため、教師の役割はそれを確実に教えることが中心にならぎるをえない。そ

れに対 して、社会科の場合は、学習指導要領に示された内容は参考例にすぎず、実際に子ども

が学習する問題を具体的に掲示するのは教師の役割であった。さらに、その問題解決過程で子

どもが公民的資質を深化させることができるかどうかは、教師の指導にまかされる構造になっ

ていた。

以上のように、戦争への反省のもとに再出発 した戦後日本の公民教育は、問題解決学習とい

う方法原理に基づく広域総合教科としての社会科を中核とする教育として成立 した。 しか し、

次にあげる理由により、当時の日本の教育界は、このような社会を中核とする公民教育の理想

を根づかせることができなかった。

第一に、敗戦後の日本社会の現実の中にある問題は、子どもが問題解決学習の対象にできる

ほど単純ではなかった。

第二に、教師の側においても、これまで国家が定める知識を教授することに慣れていたため

に、問題解決学習という新たな方法原理に基づく教育を行うことは困難であった。

第二に、歴史教育や地理教育の側から、社会科という公民教育に包摂されたことに対する反

論が相次いだ。

さらに、次に述べるように、1950年 の韓国戦争を境にして、このような教育界内部の問題を

越える世界史的な変化の影響が日本社会を覆うことになる。その結果、1955年版の学習指導要



馬居政幸 0夫  伯

領から、社会科は系統的な知識の教授を重視する分化型の教科に移行 し、公民教育は再びその

構造と内容を変えることになる。
(6)

(2)系統的な知識教授を重視する分化型社会科に (第 3期 )

1950年 6月 25日 に勃発した韓国戦争により、日本の世論は左右のイデオロギーに分裂するも

のの、日本政府はアメリカの核の傘に入ることを選択 した。その結果、1956年 に日米安保条約

締結とセットになったサンフランシスコ講和条約に調印することにより、日本は独立国となっ

た。さらに、占領下にあった日本にとって、他に選択の余地がなかったものの、結果 として、

韓半島で生活する人々を犠牲にして、日本は敗戦による貧困を脱 して経済復興をとげることに

なる。そして、1955年 に成立 した保守合同により政権の基盤を得た日本の保守政党 (自 由民主

党)は、1960年代から70年代にかけて、高度経済成長政策を進行させていく。他方、それに対

応 して、野党となった革新政党 (社会党、共産党)は、政権交代を前提としない批判政党とし

ての役割のみを担うことになる。

その結果、社会科は、政治的には、左右のイデオロギーの対立の場となり、保守 (資本主義)

と革新 (社会主義・ 共産主義)の いずれの立場からも、自己の信ずる社会体制を肯定 し、敵対

する体制を否定する知識を一元的に教授することを要請される。また、経済的には、欧米先進

諸国にキャッチアップするための高度経済成長を担うマンパヮー育成に必要な知識 と技能を、

やはリー元的に教授する教科であることを期待される。
(7)

このような社会情勢の変化と教育に対する社会的要請の変化を背景に、1955年 (社会科のみ

の改定)と 1958年 (高校は1960年版)に「学習指導要領」が改定され、社会科は系統的に前もっ

て定められた知識を教授する分化型の教科に再編成される。

まず、小学校社会科において、低・ 中学年は総合教科としての特性を残すものの、高学年で

は地理教育 (5年 )と 歴史教育 (6年)の観点からの内容構成が強化される。また、中学校社

会科では、総合的な学習を重視する「一般社会科」が廃止され、「歴史的分野」、「地理的分

野」、「政治・ 経済 0社会的分野」の三分野に再構成される。さらに、各分野の学習学年が明

記されなかったことから、中学校社会科は、歴史と地理と政治経済社会の知識を相互に関連づ

けることなく個別に教授する三種のミニ教科が集合 した構造に変化する。そして、道徳重視の

観点から「道徳」の時間が社会科から分離 して特設される。

他方、高校社会科では、まず1955年版において、小 0中学校での問題解決学習を総合する科

日として位置づけられていた「時事問題」が、「一般社会」との内容が重複するという理由で

廃止される。また、その「一般社会」も、歴史や地理とは異なる独自の領域であることを明確

にするために、新科目「社会」に転換する。さらに1960年版では、道徳教育重視の流れを受け

て、倫理的内容の重視を理由に、「社会」が「倫理 0社会」と「政治 0経済」の二科日に分化

する。この結果、小学校→中学校→高等学校と学習方法の次元で一貫 した総合社会科を中核 と

する公民教育の枠組みは消えることになった。

ところが、これから10年後の1968年 に改定される「学習指導要領」において、再び社会科の

構造と内容は変化することになる。

(3)「公民的資質」による社会科の再構成 (第 4期 )

まず、1968年版「学習指導要領」の小学校社会科の目標に、「公民的資質」 という概念が明
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記される。その意味について、学習指導要領の解説書である「指導書」には次のように述べら

れている。

「公民的資質というのは、社会生活のうえで個人に認められた権利は、これをたいせつに行

使し、互いに尊重しあわなければならないこと。また、具体的な地域社会や国家の一員として

みずからに課せられた各種の義務や社会的責任があることなどを知り、これらの理解に基づい

て正しい判断や行動ができる能力や意義などをさすものといえよう。したがって、市民社会の

一員としての市民、国家の成員としての国民という二つの意味を含んだ言葉として理解される

べきものである。」

この解説から次の二つの特色が指摘できる。すなわち、戦後日本における「公民」とその

「資質」の概念が、第一に「市民社会の一員としての市民」と「国家の成員としての国民」と

いう二つの立場を包含する概念であること、また第二に「義務や責任」を強調する概念として

提示されたことである。 (梶哲夫「よりよい社会の形成と公民的資質」参照 文献①所収)

他方、中学校社会科では、「公民的資質」という言葉は使用されていないが、 敗 治・ 経済・

社会的分野」が「公民的分野」という名称に変更される。さらに、歴史、地理、公民の三分野

の履修学年が明記され、相互の関連を重視する履修方法が明記される。すなわち、次の図のよ

うに、第一学年と第二学年において地理的分野と歴史的分野を並行して学習し、その上に立つ

て第二学年の「公民的分野」を学習するという構造である。 (片上 前傾書 参照)

第二学年 公 民 的 分 野

第二学年 地理的

分 野

歴史的

分 野第一学年

さらに、これに伴って内容構成も次のように変化する。

「政経社的分野の内容 (58年版)」

①近代社会と民主主義

②民主政治の組織と運営

③産業・経済の構造と機能

④現代の社会生活と文化

⑤世界と日本

⑥現代の諸問題

「公民的分野の内容 (68T版 )」

①家庭生活

②社会生活

③経済生活

④国民生活と政治

→

58年版が政治、経済、社会それぞれの学問的な知識の系統に従って配列されているのに対 し

て、68年版が「家庭生活→社会生活→経済生活→国民生活と政治」と、私生活か らはじまる同

心円的拡大方式により再構成されていることが理解できる。ただし、それぞれの内容を構成す

るのが系統的な知識であるという点では、大きな変化はないともいえる。また、歴史、地理、

公民の三分野の関係 も、あくまで相互に独立 した内容であることを前提としての関連性である

ことも指摘 しておかなければならない。

他方、高校社会科でも、小学校の「公民的資質」、中学校の「公民的分野」との一貫性の観
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点から、科目「政治・ 経済」の総括目標として、「良識ある公民として必要な教養の基礎を高

める」ことが明記された。

このように、1955058(高 校は60)年 に分化型に転換 した社会科が、1968(高校は70)年 の

改定では、再び相互の関連性を重視する教科構造に変化する。そのためのキーヮー ドとして提

示されたのが、小学校での「公民的資質」、中学校での「公民的分野」、高等学校での「良識

ある公民」という表現に代表されるように、「公民」という概念である。ただし、それはあく

まで分化を前提としたうえでの統一性と一貫性の重視という観点からの再構築であった。その

意味で、総合社会科に戻るのではなく、むしろ、第 2次世界大戦以前の「公民科」 との連続性

の側面が強いといえる。

そして、この傾向は1977078年に改定された学習指導要領でより明確になる。それを象徴す

るのが、小・ 中 0高等学校社会科の目標が「公民的資質」を育成することで統一されたことで

ある。さらに、単に抽象的な目標の統一のみでなく、具体的な学習内容においても、小 0中学

校社会科に総合的な地域学習が導入され、高等学校社会科においては小 0中学校社会科を総合

する観点から「現代社会」が一年時の必修科目として設置された。

しかし、なぜ総合から分化へと変化したはずなのに、再び統一する必要が生 じたのか。それ

も、現代日本の日常生活ではほとんど使用されることのない「公民」という概念を復活 させた

のはなぜなのか。その理由と社会的背景を、1968年版と1977年版という二つの学習指導要領の

改定が準備される約20年間 (1960年代～70年代)の過程に生 じた日本社会の構造変動 と関連 さ

せることから指摘 しておきたい。

まず、前半の10年 (1960年代)は、日本が高度経済成長を成功させ経済大国への基盤を築 く

過程であった。それは敗戦で失った国家の威信が回復され、新たな「 日本人=国民」像が要請

される過程でもあった。他方、日本の高度経済成長の原動力は、伝統的な村の秩序の中に閉 じ

込められていた人々に対 して社会移動を促すことから得たエネルギーであった。しかし、それ

は経済的繁栄の代償として社会秩序の流動化をもたらし、工業化と都市化が急速に進行する社

会に相応 しい「市民」像が要請される過程でもあった。すなわち、このような日本の高度経済

成長による経済的繁栄と社会の再秩序化に伴って要請される新たな「国民」像と「市民」像を

統一する概念として用いられたのが「公民」という言葉である。加えて、伝統的な「公民科」

と連続する概念を用いた背景には、戦時体制下において崩壊 した戦前の「公民科」を再構築す

る意図とともに、戦後の東西冷戦下における政治的なイデオロギー上の対立を反映した保守政

権の意図があることも指摘 しておきたい。

しかし、後半の10年 (1970年代)の 日本社会の現実は、このような1968年版の学習指導要領

が意図する「公民」概念が機能する方向には向かわなかった。それを象徴するのが学習指導要

領が出された1968年 が、日本全国の大学で学生による学園闘争 (全共闘運動)が最 も激 しく行

われた年であったことである。さらに、1960年代末から70年代にかけては、公害を代表に高度

経済成長のマイナス要因が噴出し、全国各地で行政施策や企業経営の有 り方に修正を追る住民

運動が活発化 した。それは、従来の労働運動を指導 したイデオロギーでは解消できない生活上

の利害が対立する多様な「地域住民=市民」の登場によって、日本社会を構成する人々の意識

と行動が多様化する過程を意味した。加えて、1973年のオイルショックは日本の繁栄の基盤で

あった高度経済成長自体を終焉させた。それは、人間を経済的繁栄やイデオロギーの手段 (マ

ンパヮー)と みなしてきた国家や企業に、「 日本人=国民」像の転換を追るものであった。
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すなわち、1968年版学習指導要領が前提とする「公民」概念は、経済的繁栄に基づ く理想 と

しての国民像と市民像を統合するものとして提示された。しかし、その後の10年間に生 じた社

会変動を踏まえることにより、新たな学習指導要領に基づく社会科を中核とする公民教育にお

いては、一方で現実に利害が対立する多様な地域社会の住民としての市民を広 く包含 し、他方

で高度経済成長に代わる新たな国家の目標を具体化する総合的な人間像を定位する必要が生 じ

た。その意味で、1977年版学習指導要領が提示する公民像が、国民と市民の総合 という枠組み

では、1968年版学習指導要領の延長線上にあるが、その背景と目指す方向においては大きく異

なるといえる。これが、1977年版学習指導要領において、日本では日常的に使用されなくなっ

ている「公民」という概念を19687版 に引き続き用いるとともに、より積極的に、実質的に異

なる構造に改編されていた小学校社会科と中学校社会科と高等学校社会科の目標を統一する概

念として、「公民的資質」を提示 した背景と考える。さらにまた、日標という抽象的な次元に

止まらずに、現実的に小・ 中の公民教育の内容を総合する新科日として、高校社会科に「現代

社会」を設置 した理由と考える。

そしてこのことは、総合社会科の新設により再出発 した戦後日本における公民教育が、次の

二つの点で1977年版学習指導要領において完成 したことを意味する。

その一つは、総合型から分化型へと変化 した社会科が、分化型を前提としつつも、改めて公

民教育の中核としての「公民的資質の育成」という総合目標の観点から再構築されたことであ

る。ただし、完成というのは次に新たな変化が生 じれば、修正ではなく解体につなが らぎるを

えない。これが完成とするもう一つの理由である。

そして、1977年版に代わる新たな学習指導要領は1989年 に改定される。この1989年 はベル リ

ンの壁が崩壊 し、第 2次世界大戦後の世界秩序を構成 した東西冷戦構造の終焉が宣告された年

であるもこのことを先取りするかのように、日本において冷戦を反映するイデオロギーの対立

の場となった社会科という名称をもつ教科は、1989版学習指導要領により、小学校第二学年か

ら中学校第二学年までの 7年間に縮小され、社会科を中心とする日本の公民教育の構造は大き

く変化することになる。

に)生活科の誕生と高校社会科の再編成 (第 5期 )

オイルショック後の日本経済は、省エネルギー政策と技術革新を基盤に、重化学工業中心か

ら電子産業中心に産業構造を転換することにより再び活況を取戻 し、1980年代に経済大国への

道を歩み始める。それは日本社会が運輸・ 通信 0サ ービスに代表される第二次産業中心の社会

になるとともに、高度情報化と国際化に対応するために、堅実で勤勉だが画一的な人間像に代

わって、柔軟な個性や創造性がキーワー ドになる新たな人間像が要請される過程でもあった。

そしてこのような社会が要請する今後の新たな教育課題を、「生涯学習体系への移行」 という

結論により具体的に提示 したのが、1984年 に設置され1987年 に最終答申を出した臨時教育審議

会での論議であった。

他方、それに対 して学校教育の現場では、1970年代の半ばから受験競争が激化 し、不本意就

学者が増加 した。さらに、80年代初頭から半ばにかけて、全国の中学校で生徒が校舎を破壊 し

教師に暴力をふるう事件 (校内暴力)が多発した。このような変化に対 して、学校教育 は画一

的な教育と管理を強化することによって対処せぎるをえなかった。しかしその結果、80年代半

ばに、学校は秩序を回復 したものの、画一的な学校的世界に閉ざされた子どもたちの間に、さ
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まざまな人間関係の軋礫 (い じめ)に起因する問題が頻発するようになった。そして、80年代

末に至って、学校に通 うこと自体に精神的に耐えられない子ども (不登校児)の増加が明白に

なった。このことを契機に、文部省は、問題は子どもではなく学校教育にあることを認め、従

来の画一的な学校教育の有り方を根本的に改める施策を提示することになる。その第一歩が

1989年 に改定された学習指導要領であった。

ところで、このような子どもの社会的成熟を阻害 (暴力・ いじめ・ 不登校)す る問題、ある

いは先に示 した情報化や国際化への対応と創造性や個性豊かな人間の育成は、全て広義の公民

教育の課題といえる。他方、これまで指摘 したように、社会科は1977年版学習指導要領におい

て、公民教育の中核として一定の完成 した構造になった。しかし、残念ながら、社会科は、こ

のような子どもたちを取り巻 く現実の問題の解決に対 してほとんど機能することはできなかっ

た。少なくとも、学習者である子どもたちが、そして教師の多 くもまた、社会科という教科を

学習することに対 して、地理や歴史あるいは公民という名の政治 0経済 0社会に関する知識を

学ぶ (記憶 ?)過程と考えることはあっても、「国家 0社会の形成者」として成長するために

必要な「公民的資質」を深化させる過程としてとらえていないことを、社会科教育の研究者 と

して認めざるをえない。

勿論、上述 した問題の解決は、いずれも社会科という教科のみで担えるものではなく、受験

体制の問題 も含めて、教育 システム全体の改革により対処 しなければならないことは言 うまで

もないことである。だが、少なくとも公民教育としての総合性の性格を保持 した小学校低学年

社会科は、子どもたちの社会性の育成に対 して最も大きな役割を担いうる教科であったはず。

地理と歴史を総合する位置にある中学校の公民的分野、あるいは小・ 中学校での学習を総合す

る高等学校の「現代社会」は、中・ 高校生が自分たちを取 り巻 く問題に対処するための学習を

取 り入れることは可能な構造になっていたはずである。

しかし、1989年 に提示された学習指導要領により、小学校低学年の社会科は、理科 とともに

廃止され、低学年児童の発達特性や社会の変化に主体的に対応できる個性豊かな能力を育成す

ることを目的に、生活科が新設された。また、高校社会科は、国際化への対応を目的に地理歴

史科と公民科の二教科に再編成された。具体的には、地理歴史科では「世界史A」 と「世界史

B」 のいずれか 1科目が必修となり、それに加えて「 日本史A」 「 日本史 B」 「地理 A」 「地

理 B」 の中からいずれか 1科目を履修することになった。なお、標準単位数はA科目が 2、 B

科目が 4単位である。公民科では、「現代社会」 (4単位)のみの履修か、「倫理」と「政治・

経済」双方 (合計 4単位)の履修かを選択することになった。そして、中学校では社会科の教

科構造としての変更はなかったものの、第二学年において、中学生一人ひとりの学習ニーズに

対応 した多様な学習を保障するために、全教科にわたって選択履修幅が拡大 した。

社会科は入口 (小学校低学年社会科)と 出口 (高等学校社会科)を失い、真ん中 (中学校社

会科)で は、本来担 うべき学習課題を他に譲る構造になったわけである。

もっとも、このような社会科の構造の変化は、社会科を中核とする公民教育が本来担 うべき

課題自体が、小学校第二学年から中学校第二学年までの 7年間に縮小したことを意味するので

はない。むしろ逆に、量的 0質的に拡大 0深化 したことを強調 しておきたい。

たとえば、生活科の場合、その目標に、「自分と社会や自然とのかかわりに関心を もち」 と

あり、子ども一人ひとりが自分の生活する場に即 して社会を捉える方向が提起されている。ま

た、生活科の最終日標は「 自立への基礎を養う」である。他方、社会科の場合は、「国際社会
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に生きる民主的、平和的な国家 0社会の形成者として必要な公民的資質の基礎を養う」という

目標が、小学校と中学校に共通するものとして提起されている。この「公民的資質の基礎」は

「自立への基礎」をもとに育成されるはずである。また一人の人間として「 自立」するための

必須条件が「公民的資質の基礎」であるはず。その意味で、生活科は、本来、社会科が担うべ

き公民教育の課題を拡大・深化させるために新設されたと考える。

逆に、高校社会科の場合は、第 3期で指摘したように、事実上1960年 に専門分化は終わって

おり、今回の地理歴史科と公民科への再編成は、そのことを教科名の変更により正式に認めた

にすぎないといえる。少なくとも、今回の再編成は授業構成に対して大きな変更を要請 してい

ない以上、今後問うべき課題は教科の名称ではなく、実際の授業のあり方である。

加えて、現在、日本の学校教育においては、学習指導要領と学習指導要録が提起した「新 し

い学力観」に基づき、「自ら課題を見付け、自ら考え、主体的に判断したりして、よりよく解

決することができる資質や能力の育成」、あるいは「子ども一人一人が豊かなよさや可能性を

もち、それを発揮しつつ、主体的、創造的に生きることができる資質や能力の育成」という観

点から、新たな授業実践への取り組を始めている。

さらに、学校教育のみでなく、教育行政全体の課題として、学校を取り巻く地域社会や家庭

教育のあり方、あるいは親の労働の仕方をも含む教育システム全体の改編を視野において、学

校週五日制の実施を進行させている。

また入試に関しても、偏差値を廃止し、新たな評価規準に基づく選抜方法を徐々に試みつつ

ある。これらはいずれも、敗戦を契機に再編成された教育制度が50年の年月をへて、再び新た

な教育制度に改編すべき段階にあることを示す改革である。  ・

その意味で、戦争への反省のもとに生まれた社会科という新教科を中核に再編成された日本

の公民教育もまた、戦後50年の節目を境に、新たな構造に転換するための模索期にあるといえ

る。その中で、社会科が改めて公民教育の中核として展開できるかどうかは、今後の社会科の

授業実践や研究の拡大 0深化によるといえよう。

4.“ ci」 zenship Educa」 on″ の新たな課題

ここでは、The Development of citizenship Education in Japanと いうテーマのもとに、

“citizenship Education"を 日本語の「公民教育」と捉えて論じてきた。しかし、これまで指

摘してきたように、「公民」は「国民」と「市民」を統合する概念である。また、戦前の「公

民科」の伝統を受け継ぐとともに、戦後の東西冷戦に基づくイデオロギー対立の影響を受けた

概念であることを否定できない。

他方、日本語の「公」とは、本来、「私」に対応する概念である。さらに、日本は伝統的に

「公」を「私」より優先させる文化であるとともに、そのような「公」と「私」の関係を無限

に拡大させる傾向が強い。そしてこのことが、戦前は国家に、戦後は経済に人間を従属させる

文化的背景になったことも否定できない。

加えて、いうまでもなく、citizenship Educationは 欧米の個人主義的な社会と文化を背景

に生まれた概念である。また、それを日本語に翻訳する場合は、通常、市民性教育という言葉

を当てる。その意味で、厳密には、日本語の公民教育とcitizenship Educationと いう二つの

概念は、必ずしも重なるものではない。

これらのことを考慮するとき、今後の日本におけるcitizenship Educationは、その名称 も
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含めて、新たな観点から再編成する必要があると考える。そのために検討すべき課題として次

の 4点を提示 しておきたい。

(1)冷戦崩壊後のアジアの中の日本として

・ アジア各国とりわけ韓国と中国に対する侵略責任の明確化

・ アジアにおける工業化・ 情報化に伴い生 じる問題解決に対する共同研究の推進

(2)社会の高度情報化と国際化に積極的に対応するために

,メ ディア (コ ンピューター)リ テラシーの育成

・ 国内外における多文化共生のための教育と地球的視野における環境問題への対処

(3)少子 0高齢社会を豊かに生きるために

・ 男女共同参画社会を前提とする男女平等教育

0ボ ランティアマインドと技能の育成

に)生涯学習社会における新たな “citizenship Education"の 提示

・ 自己学習力の育成と多様な学習機会 0機関とのネットヮーク化

・「公民 (的資質)」 に代わる新たな「市民 (的資質)」 の提示

すなわち、何よりも重要なのは、「(1)冷戦崩壊後のアジアの中の日本」という立場か らの再

構築である。そのための第一の課題は、東西冷戦体制の中で未処理のままにしてきた「 アジア

各国とりわけ韓国と中国に対する侵略責任の明確化」である。さらに、それは単に過去を詫び

ることに止まるのではなく、現に進行 している「アジアにおける工業化・ 情報化に伴い生 じる

問題解決に対する共同研究の推進」によってこそ、日本の責任は果たされると考える。そのた

めのテーマが9)(3)(4)で ある。これらは日本の公民教育の課題であるとともに、日本と類似 した

工業化の過程が進行中のアジア諸国共通の課題であるはず。いずれも、アジア的世界に欧米社

会を基盤に誕生 した産業化の波が襲ったときに生 じる問題と考えるからである。(8)

具体的には、まず「(a社会の高度情報化と国際化に対する積極的な対応」があげられる。そ

のための課題の一つが「メディア、あるいはコンピューターリテラシーの育成」である。

現代は、1989年 のベルリンの壁崩壊を契機に生 じた東欧の ドミノ現象をあげるまでもなく、

多様な情報が世界同時的に国境を越えて人々の意思決定に関与する時代である。このボーダー

レスな状況の中で、一人一人がいかに情報を操作・ 制御できるかが これか らのcitizenship

Educationの 最も大きな課題と考える。(9)

加えて、国境を越えるのは情報のみではない。いま、日本には多 くの外国籍の方が生活 して

いる。その代表が在日韓国・ 朝鮮の方達である。だが残念ながら、単一民族、単一文化の神話

に基づく閉ざされた制度と文化によって、これまで多くの苦難を強いてきたことは否定できな

い。それを世界に開かれた文化と制度に改編するためのcitizenship Educationは 、単に日本

国内の問題のみでなく、国の外で生きる多くの日本人と企業に対する教育としても、極めて重

要な課題である。その意味で、「国内外における多文化共生のための教育と地球的視野におけ

る環境問題への対処」が、情報化と国際化に係わってのもう一つの課題と考える。00

他方、日本は20年後に四人に一人、30年後に二人に一人が高齢者になる超高齢社会になる。

その高齢化率上昇の速さと高さは、世界中どの国も経験 したことのないものである。

この超高齢化は、長寿化のみなく、子どもの数の減少が大きく影響 している。その原因は産
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業の高度化と女性の高学歴化に伴い、男女が共に働 く社会に転換 しつつあるにもかかわ らず、

子育ては女性の責任という意識と仕組みが改編されないままになっていることである。これが

第 3番目の課題にあげた「 (3)少子 0高齢社会を豊かに生きるために」という項目の課題に「男

女共同参画社会を前提とする男女平等教育」を提示 した理由である。

あわせて、超高齢社会とは、誰 もがハンディキャップをもつ社会である。それは、現代の 3

RSである国語や算数の学習と同様に、一人の人間として成長 0発達するための課題 (基礎・

基本)の中に、「ボランティアマインドと技能の育成」が加えられなければならないことを意

味すると考える。

最後に、このような新たな課題は、人生の一時期の学校教育のみで担えるものではない。生

涯にわたる学習課題でなければならない。これが第 4番 目に「(4)生涯学習社会における新たな

“citizenship Education"の 提示」を掲げた理由である。

それは、学校教育の役割の縮小ではなく、質的転換の要請と考える。それが「 自己学習能力

の育成と多様な学習機会・ 機関とのネットヮーク化」である。学校は、多様な学習機関のネッ

トワークの核として自己の役割を再構成 し、子どものみでなく、あらゆる年齢の人々の学びの

場として、保育や福祉機能をも含めた地域生涯学習センターとして再生する必要がある。その

時に、citizenship Educationは 『「公民 (的資質)」 に代わる新たな「市民 (的資質)」 』全

体の教育の課題にならなければならないことを最後に指摘 しておきたい。
。1)

(1)シ ンポジウムは「東アジア市民教育の成立と展開」 (号。レ1。トスHユ号qJ¶ 叫 避ノ1)
というテーマのもとに、戦後50年間における韓国、中国、日本の市民教育の成立と発展につ

いて論じるものであった。韓国と中国の発表者とテーマは次のとおりである。

ソウル大学校 曹永達 「韓国市民教育の成立と展開」 (1鮮摯八円工壽q」咽斗 4フ1)

延辺大学   金強―  「中国中等学校政治品徳教育的設立和展開」

その内容については、馬居が提出した論考も含めて、韓國社會科教育學會の編集による「社

會■教育」第21輯に掲載されている。

なお、「市民教育」を「公民教育」として論じた理由については、本文の「 3.む すびにかえ

て」を参照いただきたい。

(2)我々の公民教育と韓国との関係につ・いての観点については、「日本と韓国における青少年文

化の意識構造の比較研究 (そ の1)」 を参照いただきたい。

(3に の問題にかんする我々の観点については、「日韓社会科教育比較考 (そ の 1)」 を参照い

ただきたい。

(0こ のことについては、我々の三種の共著に加えて次の馬居の論考を参照いただきたい。

「 “共感"と “交感"の “帯"の創造を求めて」『青少年問題』第42巻 10号  1995年 10月 号

青少年問題研究会

(0日本における公民教育の成立は、ここに概略したように、第 2次世界大戦以前に遡って論 じ

ることが可能である。しかし、韓国にとっては、あくまで1945年の日本の敗戦による独立後

の歴史としてのみ展開されることを、日本の研究者として反省を込めて記しておかなければ

ならない。同時に、日本の公民教育成立史の研究において、半島のみでなくアジア諸国を侵

略したことにかかわっての公民教育の内在的要因についての研究が、積極的になされてこな

記注
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かっこことについても、自戒を込めて記 しておく。さらに、現在の韓国では、日本に支配 さ

れたいわゆる日帝時代の教育に先んじて、儒教の伝統に基づき民衆教育が実施され、さらに

は、近代教育への転換の試みもなされていた事実のほりおこしが進められつつあり、その成

果の一端が、韓国大田市にある「ハンバッ教育博物館」に展示されていることを紹介 してお

く。

(0我々は本稿が、韓國社會科教育學會主催のシンポジウムでの発表をもとにまとめられたこと

を重視 し、朝鮮戦争ではなく韓国で通常使用される韓国戦争を用いる。また、大韓民国成立

後の市民教育は、日本と同様にアメリカの総合社会科の影響のもとに、social studiesの 韓

国語訳である「社会生活科」として出発するが、韓国戦争により中断される。その後、「社

会生活科」を「社会科」と改め、現在にいたっている。その間の韓国社会 (生活)科教育の

変化と背景について、徐在千 (韓国公州教育大学)は博士学位論文「韓国国民学校における

社会科教育展開過程の研究」の末尾において、次のように五期に区分 しつつ、その特性をま

とめている。

「第一期 (1945年～46年 )は社会生活科模索期、第二期 (1947年 ～54年)は社会生活科形

成期、第二期 (1955年～62年)は子どもの生活を重視する社会生活科の具体的な定着期、第

四期 (1963年～72年 )は社会改革のための社会科の時期、第五期 (1973年～80年 )は社会科

学中心社会科の時期である。

この間、社会 (生活)科は、民主市民的資質の強調から国民としての資質強調へ、進歩的

な価値観重視から保守的な価値観重視へ、子どもの生活中心から社会科学の知識中心へ、子

どもの実践的な活動重視から思考力の重視へと変わってきたのである。そして、このような

韓国社会 (生活)科の展開は、本論文でみてきたように、韓国社会の伝統に根ざし、現実に

即応 しながら発展 してきたというより、また、この教科の本質の研究や授業実践の反省に基

づいた改革というよりも、どちらかと言えば、政治的要求や外来の教育思潮に強く影響を受

けた変容であると言える。特に、韓国の文化を抑圧 した日本の植民地統治からの解放、アメ

リカの軍政、悲惨な朝鮮戦争、東西冷戦下の韓国と北朝鮮の対立のなかでの民主化と軍事革

命、十月維新と続 く政治的激変は、この教科の特性からして、社会 (生活)科 に強い影響を

及ぼした。

しかし、そうした激 しい変動の中でも、解放後から今日までの社会 (生活)科実践を通 し

て、自己の権利に日覚めた多 くの近代的市民の育成が行われてきたことも認めなければなら

ない。われわれは韓国社会 (生活)科の展開過程をふりかえることによって、その問題点を

反省するとともに、韓国民族や社会の優れた文化や伝統を受け継ぎ発展させながらも、21世

紀に生きる次世代の若者を育成する新しい社会科を作り上げていく課題を背負っている。」

(7に の点については次の馬居の拙稿を参照いただきたい。

「社会科教育変遷課程の研究 (2)一社会科論の構造」」『静岡大学教育学部研究報告 (教

科教育学篇)第 18号 1986

(8に のような問題意識に基づき、我々は現在、科学研究費国際学術調査「韓国における日本の

大衆文化についての調査研究」を、外山知徳 (静岡大学)、 曹永達 (ソ ウル大学校 )、 李元

複 (韓国徳成女子大学校)、 関根英行 (韓国聖心外国語専門大学校)と の共同研究により、

1995年度から四年間の継続調査として実施中である。

(9に の点については、現在の韓国の社会科教育の課題への我々の観点も含めて、次の馬居の拙
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論を参照いただきたい。

「『太平洋戦争』の記述対比』―書き手によってここまで違う ?」 『教育科学 社会科教

育』M4031995年 3月 明治図書

00こ の点については、次の馬居の拙論を参照いただきたい。

「国際化社会と公民教育」『公民教育の理論と実践』日本公民教育学会編 1992 第一学

習社

CDこ の点については、次の馬居の拙論を参照いただきたい。

「社会の少子化と学校再編成の課題」『学校運営研究』m4251994年 9月 明治図書

「生涯学習社会における社会科教育」『現代社会科教育論』篠原昭雄先生退官記念会編

帝国書院 1994年

◇     ◇     ◇

シンポジウムの資料として、韓國社會科教育學會に提出した拙論には、本稿をまとめるにあ

たり参考にした文献を、韓国研究者への紹介もかねて、次のように提示した。それぞれ本文中

に明記した文献だが、本稿を韓国研究者が読んでいただけることを願って、改めてここに再記

しておきたい。

「参考文献」

本稿を作成するにあたって、以下の文献を参考にした。いずれも日本の公民教育の成立と発

展過程を知る上で重要な文献と考える。日本の社会科教育の研究者の一人として、韓国の研究

者の方々が直接参照いただけることを願うものである。

①梶哲夫編著『現代社会をよりよく生きる教育』 第一法規 1976年

②日本社会科教育学会編『社会科における公民的資質の形成―公民教育の理論と実践』

東洋館出版社 1984年

上記二冊は、中・ 高等学校社会科の文部省教科調査官として、68年版学習指導要領における

「公民」概念の復活と77年版学習指導要領における「現代社会」設置に関係 した梶哲夫氏が、

東京教育大学教授 (後 に筑波大学教授)に転任した後に、編集の中心者として表した本である。

1980年代までの日本の公民教育の発展過程を知ることができる。

③日本公民教育学会編『公民教育の理論と実践』 第一学習社 1992年

本書は、89年版学習指導要領において高等学校社会科が公民科と地理歴史科に再編成された

ことを受けて発足した日本公民教育学会により編集されたものである。現在の日本公民教育の

特性を知る上での基本文献である。

④篠原昭雄著『新旧学習指導要領比較 中学校社会科』明治図書 1990年

本書は、中・高等学校社会科の教科調査官として、77年版、89年版学習指導要領に関係 した

篠原昭雄氏が筑波大学教授転任後に戦後日本の社会科教育の歴史を学習指導要領の変遷を主体

に論じた書である。日本の中学校社会科の歴史を知る上での必読文献である。

④篠原昭雄先生退官記念会編『現代社会科教育論-21世紀を展望して一』帝国書院 1994年

本書は、篠原昭雄氏が、筑波大学教授転任後に育成した研究者により、篠原教授の退官を記

念して、21世紀にむけての日本社会科教育のあるべき方向を提起したものである。今後の日本

の社会科教育全体の方向を知るための基本文献である。
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司叫ヒ 刊 謝工 3計嘔早司そ謝工 3寸幹 l■ 7」を。_■ 号企ヨOl羽4詈 そ

J。‐ ■ヒ 魁是q零」鋼 子登き E711電斗叫刻■■■.。l ulを書 ス14■七
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71・ 」せ■711 ttOl,80」 嘲 せOll・l三」月七 謝工到 ■Ll七 毅 XI剌到 召型召。三

4嘲嘲ス1晏 ■き 。時 (号工冽早。卜子)鋼 子7171電叫司 覆舎Ll■.Ol項書 刻ア!二 ,

モ早」書,°Jスl壺■■鋼コ鋼 ス14書 せ叫詈呵,そ瑚ヒ 叫子。|。卜」 計エエ今朝 鎖嗜
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ヒ 項書 望■■工 子羽 ■魁4り 腎エエ今 暑引 4川詈 モ尋召°ロエ劇ヒ ス1科
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q4司叫ヒ Ol■斜 嗜刻 到スlヨユ,羽q電斗嘲子剌召。三 嘲

=せ
キ 鎖七 フ1月

。;予早せ 号司号」書 尋4°_■ 9」せ叫4型電J銀舎Ll叫.774司叫七 子Xll斗到
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learrling society)嘲 鎖Ol月鋼 到二書 “Citizenship Edutttion"呵 瑚スl」 詈 モ
。l♀・JЧ斗.ユ裂書 さ獅蜘喘q督書斜制 。円 ,遭召 型羽 ユ]可 4ユ 』考
せLl■.ュ項。l「 Xl・フ中 呵 制 叫 嗜漫 腎舎アl司・7ロロロ Lll二翻ュ斗」
●JLl■.■ュヒ 叫慢 彎舎ンロq Lll二劇調 q。 _▼イュ・4警書 瑚刊 ■工 。陽
讐せ。l。卜」 ユモ 嘔引 Al青詈書 鋼せ ul骨鋼 を。軍月 二十。1叫 尋スレ1号ニ ユ諸
せ スH」OF略型刺 羽 せ ゼ■4鎖舎J■。ユ 嘲嘲 Citizenship Eduぬtion

書 『「署」 釧 4型 )」 到 嘲型■七 州二書「スl」 (■4遭 )」 』型利ロ ユ舟叫刻
71Jスl錯ユ電 製 叫ヒ 裂舎 スl■■二 月鋼 せ工暑 響叫劇司せЧ■。
4スlを 詈Ol刊月 嘲引 イント可日叫.

嘔叫書ス1´ や_ヲ回言qキ寸」 7J4だ。l嗜嗜■領舎Ч叫.
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